地域における健康危機管理におけるボランティア等による支援体制に関する研究





























































目   次 
 
Ｉ．総括研究報告 
  地域における健康危機管理におけるボランティア等による支援体制に関する研究 ---------   1 
     尾島俊之（浜松医科大学健康社会医学） 
 （資料I-1）災害ボランティア等の現状 -----------------------------------------------   7 
 （資料I-2）能登半島地震現地調査報告 -----------------------------------------------  15 
 （資料I-3）新潟県中越沖地震現地調査報告 -------------------------------------------  30 
 （資料I-4）現地調査での写真 ------------------------------------------------------  39 
 
II．分担研究報告 
１．文献調査、インターネット調査 -----------------------------------------------------  45 
     早坂信哉（浜松医科大学健康社会医学） 
 （資料II-1-1）サンフランシスコ湾重油流出事故のあらまし ----------------------------  48 
 
２．平常時のソーシャルキャピタルの醸成による健康危機管理方策の検討 -------------------  54 
     岩室紳也（地域医療振興協会ヘルスプロモーション研究センター） 
 
２－２．災害時における学生ボランティア導入と育成における一考察 -----------------------  67 
     船橋香緒里（藤田保健衛生大学衛生学部衛生看護学科） 
 
３．地震発生時の人的ネットワークにおけるボランティアの役割と教育 ---------------------  69 
     三輪眞知子（浜松医科大学看護学科地域看護学） 
 
４．感染症危機におけるボランティアが果たすことのできる役割 ---------------------------  72 
     福永一郎（保健計画総合研究所） 
 （資料II-4-1）感染症危機管理における地域組織・ボランティアに関する基礎的検討 ------  86 
 
４－２．国際的な健康危機における非政府部門・ボランティアの役割 -----------------------  95 
     中瀬克己（岡山市保健所） 
 
４－３．ウエストナイル熱媒介蚊シミュレーションにおける住民組織の役割についての検討 --- 103 
     尾崎米厚（鳥取大学医学部社会医学講座環境予防医学分野） 
 
５．地区組織の健康危機対応支援ツールの開発 ------------------------------------------- 108 
     鳩野洋子（国立保健医療科学院公衆衛生看護部） 
 
６．ゲーミングシミュレーションを利用した啓発ツールの開発 ----------------------------- 117 
     堀口逸子（順天堂大学医学部公衆衛生学） 
 
III．新潟県中越沖地震に関する緊急集会の記録 ----------------------------------------- 121 
 
IＶ．研究成果の刊行 ----------------------------------------------------------------- 153 




















































































































































































































































































































































































































































１）Ojima T, Hayasaka S, Murata C, et al. 
Descriptive study of volunteer disaster 
response for the Chuetsu earthquake in 
Japan. The joint Scientific Meeting of the 
AEA(Australasian Epidemiological 
Association) and the IEA (International 
Epidemiological Association), Hobart, 




媛，2007 年 10 月 26 日．日本公衛誌 54(10 特
別附録):333, 2007. 
３）Ojima T, Hayasaka S, Murata C, et al. 
Health crisis response by non-professional 
volunteers. The 39th Conference of APACPH 









































































(1) センター開設、(2) 情報の収集・発信、(3) ボランティアコーディネート、(4) ヒト・モノ・カネの












































































































































































































２ 消防庁は、前項の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。  
一～二十六（略） 













（平成 19 年 3 月、中央防災会議） 
 
第 1 編 総則 








第 2 編 震災対策編 
第 1 章 災害予防 









第 2 章 災害応急対策 
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2007 年 10 月に「ボランティア volunteer」「災
害 disaster」等のキーワードで網羅的に検索し、
さらにヒットした関連論文も確認した。 
②全国の 47 都道府県、17 政令指定都市、35
中核市、23 特別区を対象にそのホームページ












































都道府県 政令指定都市 中核市 東京特別区
n (%) n (%) n (%) n (%)
地方自治体数 47(100) 17(100) 35(100) 23(100)
防災計画掲載あり 47(100) 16(94) 16(46) 18(78)
防災計画にボランティア関連の記
載あり 40(85) 10(59) 12(34) 13(57)
ボランティア関連マニュアル掲載あ
り 15(32) 3(18) 2(6) 0(0)
ボランティア関連報告書掲載あり 9(19) 2(12) 3(9) 0(0)
災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ研修会に
関する記載あり 27(57) 4(24) 5(14) 2(9)
条例集掲載あり 47(100) 17(100) 35(100) 23(100)




2007 年 11 月 7 日午前 8 時半ころ、オーク
ランドから韓国に向かって出港した貨物船 
Cosco Busan (4200 万ガロン＝100 万バレル
の重油を搭載)が、濃霧のため、サンフラン
シスコ湾ブリッジに衝突し、船腹に亀裂が入













































































船 Cosco Busan (4200 万ガロン＝100万バレルの重油を搭載)が、濃霧のため、サンフラ
ンシスコ湾ブリッジに衝突し、船腹に亀裂が入り、重油が流出。重油は、サンフランシ










 カリフォルニア州政府による事故情報（11/25 15:00現在の数字に最新の数字を加筆） 
注：2008年1月5日現在でいまだ包括的な報告は出ていない。 
 
・5つの郡（Marine, Contra Costa, Alameda, San Francisco, San Mateo）が汚染された。 
・ 重油回収作業のために、州は867名（内、723名は重油除去のための契約業者cleanup 
contractor）を雇用。 




















・ The US Coast Guard (海上の重油流出に際しての連邦レベルの主導機関) 
・ OSPR (California Dept. of Fish & Game Office of Spill Prevention and Response) ２  
今回のような流出事故では、US Coast Guard とOSPRが専門家を派遣、協力して対
応。US Coast Guardが上部機関。そのほかに、今回は下記の機関が活動にあたる。 
・ OES (the Governor’s Office of Emergency Services) 
・ NOAA (National Oceanic & Atmospheric Administration) 
・ National Parks Service 
・ National Marine Sanctuaries (OWCN１の1つ。野生動物の保護・リハビリ施設) 























































International Bird Rescue Research Center (IBRRC) (http://ibrrc.org) 
 OWCN のメンバー機関のひとつ。IBRRC は、原油流出対応 (HAZCOM)および動物対
応のための集中訓練を行なう。2007 年には、IBRRC と OWCN は、スーパーバイザー











レベル 2：他のセンターでの経験があるか、the National Wildlife Rehabilitators' Association 








 全米で 4 番目、ウエストコーストでは最初の"waterkeeper" 組織として、1989 年に設
立された水資源保護を目的とする環境保護団体。"Waterkeeper" プログラムは 19 世紀の
英国に起源をもつ。米国では、1982 年, Hudson River の汚染を懸念する漁師たちにより
始められた最初の Waterkeeper プログラム、The Hudson Riverkeeper は公害防止に効果
をあげ、その後 Waterkeeper programs は全米に広がった。Robert F. Kennedy, Jr.が会長を
務める International Waterkeeper Alliance (http://www.waterkeeper.org/) の 1 つ California 
Coastkeeper Alliance に所属している。California Coastkeeper Alliance は、カリフォルニア
- 50 -








 1993 年の大統領令により創設された AmeriCorps６ (http://www.americorps.gov) プロ
グラム。州知事が委員の任命権を持つ。2001 年には、当事のカリフォルニア州知事 Gray 
Davis により the Governor's Office On Service and Volunteerism (GO SERV)と命名されたが、






























２．OSPR (California Dept. of Fish & Game Office of Spill Prevention and Response)    
(http://www.dfg.ca.gov/ospr) 
 州レベルの対応機関、行政官は州知事が任命。過去の流失事件を教訓に、原油流失に









３．Cosco Busan Oil Spill disaster service worker のID 
 ボランティアの前提として、HAZPOWER訓練や流出対応訓練４を受けた者のみが、ID
を与えられ、重油の浄化や野生動物の保護活動にあたる。事故内容によっては、4時間










 The US Coast Guard、OSPR、船舶オーナーが雇った土壌や海上を汚染した重油を浄化




 1993 年 9 月 21 日にクリントン大統領が 1993 年の the National and Community Service 
Trust Act (PL 103-82)を成立させ、2 つの連邦局が創設された。ACTION と Commission on 
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研究協力者 石川 貴美子（秦野市） 
 松岡 弘明（岡山市保健所） 





















































































































2. 平成 19 年度能登半島地震被災地調査 
① 調査期間 
  平成１９年５月７日（月）～５月８日（火） 
② 調査地 














・3 月 25 日 9 時 42 分頃 マグニチュード
6.9 震源の深さ約 11ｋｍ 震度 6強 
(2) 人的被害（4月 27 日現在） 
・輪島地区：死者 1人、重傷者：6人／軽傷
者：65 人  
・門前地区：死者なし、重傷者：6人／軽傷
者：10 人  
(3) 建物被害（4月 27 日現在） 
 ・輪島地区 
① 住 家：全壊 174 棟（1.76％）、半壊 256
棟（2.59％）、部損壊 4,588 棟（46.4％） 
② 非住家：全壊 305 棟、半壊 241 棟、そ
の他 1,531 棟 
 ・門前地区 
③ 住家：全壊 272 棟（8.12％）、半壊 481
棟（14.36％）、一部損壊 2,802 棟
（83.67％） 
④ 非住家：全壊 970 棟、半壊 811 棟、そ
の他 2,991 棟 
 
輪島市人口（H18.10.1） 
 34,401 人 
（高齢化率 35.8％） 
平成 18 年 2 月 
輪島市と門前町が合併 
※門前地域 7,924 人 
  （高齢化率 47％） 
- 56 -
  































































































































ア 団員数は、輪島市全体で 16 分団 400 名（う











































































































































































③ 平成 16 年高潮被害 








































































































































































































































社会活動 運動 引きこもり 口腔 栄養 認知 総12項目以上 うつ
女
男
図 3 K 学区の生活機能評価基本チェックリスト陽性回答の割合差(全市の陽性回答割合に対す



































































































































































































































































































































































































































































































学部 将来の職業等 ボランティアの内容 
保育・教育学部系 教員・保育士 こどもの遊びと学習支援等 
社会福祉系 社会福祉士等 介護等 
体育学部系  スポーツ・レクリエーション等 
看護系 看護職 健康相談、軽度の傷病手当等 
理学部系  環境調査・地質調査補助等 
建築・土木系 建築士 家屋被害調査補助等 
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 Ⅲ 当研究班によるサテライト緊急集会での NPO
法人代表の講話 
1． ボランティアに対する安全衛生の管理が急 























































































分担研究者 福永 一郎（保健計画総合研究所） 
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  専門性の高いボランティアによるのであれば、可能性がある。 
e.医療確保 
  ボランティアによる交通整理は可能性がある。 
f.地域巡回 





  ボランティアの役割として可能である。 
i.救護班、応援医療チーム 
  専門ボランティアをはじめとして何らかの役割を担える可能性あり。 
j.医療過疎地等への対応 
  専門ボランティアをはじめとして何らかの役割を担える可能性有り 
l.特殊な病態であってその治療方法等についての知見が一般的でない場合、発生事態に対する十分
な説明及び不安の除去 

















～４Ａ ４Ｂ ５Ｂ ６Ｂ
発生動向調査
医療体制の整備 発熱外来の設置 重症患者の受入体制を確立する 医療資源・人材の確保
個人の感染防護策徹底 院内感染対策 火葬能力を超える死者の発生
関心を高め、備えを開始 注意喚起・普及啓発 不要不急の集会の自粛 市民は外出自粛を求められる







医師会 保健所 社会福祉協議会 地方衛生研究所











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































防 疫 → 感染症危機管理
↑ （３つの防 : 防犯、防災、
防疫）
↑































防犯・・自治会（自警団）ＰＴＡ等が     
中心 
防疫・・？？？？？（かつては地区衛 

































































































































































関である国連難民高等弁務官事務所 UNHCR、国際 NGO が政府機関とも協力して作成し
た人道援助のための基準 SPHER の考え方を紹介する。  
 
１．ＵＮＨＣＲ 国連難民高等弁務官事務所 緊急対応ハンドブック 第 2 版より 
ボランティア・非政府部門の対応に関連すると考えた部分を抜粋・要約した。 









































・ 後の段階で情報の伝達、教育、対話は HIV を含む性感染症の予防と抑制に重要な役割
を果たす 
z 付表 大規模緊急事態で考えられる保健サービス体制 
 
スフィア・プロジェクト 人道憲章と災害援助に関する最低基準 2004 年日本語版より 
The Sphere Project  http://www.sphereproject.org 発行 アジア福祉教育財団難民事業
本部 2004.東京 



































































































1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17
Weeks in 1999
Acute emergency 
phase  (CMR > 1)
Post emergency 
phase  (CMR < 1)
The ten top priorities
• 初期評価Initial assessment
• 水と衛生Water and sanitation 
• 食品と栄養Food and nutrition
• 住居と配置Shelter and site planning
• 麻疹予防接種 Measles immunisation
• 感染症コントロール
Control of communicable diseases
• サーベイランスPublic health surveillance
• 基礎的医療Basic health care




































Rapid Health Assessment 
収集する情報




• 栄養状態Nutritional status 



































HC : Health Center
OPD : Out Patient Dept.
IPD : In-patient Dept.
HP : Health Post





















































































































注．出典Nieburg's model for data colletion methods in desaster situation, Health Aspects and Relief 

































































































































































































































































































































分担研究者 鳩野 洋子 （国立保健医療科学院 公衆衛生看護部 室長） 
研究協力者 中山 貴美子（神戸大学医学部保健学科講師） 



















































































































































































































































































































































































































































Ａ 女 40歳代 16～25 課長補佐 6～15 スタッフ 60
Ｂ 女 50歳代 26年以上 所長 6～15 課長 70
Ｃ 女 40歳代 16～25 主査 16～25 主査 65
Ｄ 女 40歳代 16～25 主任 16～25 主任 50
表２　インタビュー対象の住民の属性






Ａ 女 60歳代 愛育班 約300 うち、役員が55名 120
Ｂ 男 70以上 自治会（区長） 180 町内会作り　とりまとめ 65





















































































































































































































































































































































































































































      分担研究者 堀口 逸子（順天堂大学医学部公衆衛生学教室） 
      研究協力者 岡野谷 純（NPO 法人日本ファーストエイドソサェティ） 
            洙田 靖夫（島田クリニック） 



















































































































































































































































































































































































年齢 性別 症状 搬送先 搬送方法 出発時間
63 男 心筋梗塞 新潟市民 空自ヘリ＊ 1400
48 男 骨盤骨折 長岡日赤 ドクヘリ 1420
56 女 頭部外傷 新潟大学 空自ヘリ＊ 1455
36 男 左下肢靭帯損傷 新潟市民 ドクヘリ※ 1529
6 女 頭部・両足打撲 新潟市民 ドクヘリ※ 1529
79 女 右胸部打撲 長岡日赤 県防災ヘリ 1544
58 男 イレウス（院内急変） 新潟大学 海保ヘリ 16？
87 男 頚椎骨折、中心性頚損、下肢捻挫 新潟大学 横浜ヘリ 17？
87 女 左大腿骨頚部骨折 十日町 陸路 1530
48 男 右前腕開放骨折 十日町 陸路 1538
53 女 左足骨折 十日町 陸路 1538
9 女 右頭部切傷、左下肢骨折 長岡日赤 陸路 1538
7 男 右大腿骨骨折 長岡日赤 陸路 1538
78 女 左足デグロービング 長岡日赤 陸路 1622
74 女 頭部外傷 十日町 陸路 1629
17 女 左股関節骨折 十日町 陸路 1629
39 女 左下肢骨折 長岡日赤 陸路 1642
72 男 左手小指切断 長岡日赤 陸路 1642
51 女 下肢骨折 長岡日赤 陸路 1642
81 女 右大腿骨頚部骨折 長岡中央 陸路 1658
87 男 尿路感染疑い 長岡日赤 陸路 1658
22 男 腰椎骨折 十日町 陸路 1705
58 女 大腿骨頚部骨折 長岡日赤 陸路 1705
68 男 慢性呼吸不全、発熱 十日町 陸路 1744
79 男 左大腿骨頚部骨折 長岡中央 陸路 1853





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































275,000 人、そして 2004 年の福井豪雨で
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Descriptive Study of Volunteer Disaster Response for the Chuetsu Earthquake 
in Japan 
Toshiyuki Ojima1, Shinya Hayasaka2, Chiyoe Murata3, Tatsuya Noda4, Yosuke Shibata5, 
Machiko Miwa6, Takeshi Hashitani7, Ichiro Fukunaga8 
 
1 Department of Community Health and Preventive Medicine, Hamamatsu University School of Medicine; 1-20-1 Handayama, 
Higashi-ku, Hamamatsu, 431-3192, Japan; Email: ojima@hama-med.ac.jp  
2 Same as above, Email: hayasaka@hama-med.ac.jp 
3 Same as above, Email: cmurata@hama-med.ac.jp 
4 Same as above, Email: t-n@umin.ac.jp 
5 Same as above, Email: shibata@hama-med.ac.jp 
6 Faculty of Community Health Nursing, Hamamatsu University School of Medicine; 1-20-1 Handayama, Higashi-ku, Hamamatsu, 
431-3192, Japan; Email: miwama@hama-med.ac.jp 
7 Japanese Red Cross Toyota College of Nursing; 12-33 Nanamagari, Hakusann-cho, Toyota-shi, Aichi, 471-8565, Japan; Email: 
hashitani@rctoyota.ac.jp 
8 Institute of Health Planning; 1-6-20 Motomachi, Sakaide City, Kagawa, 762-0045, Japan; Email: jinnta2@nifty.com 
 
Objective: Studies on disaster response and preparation is one of the frontiers in epidemiology. 
The Chuetsu Earthquake occurred in Oct 23, 2004. The epicentre was about 200 km northwest of 
Tokyo; the magnitude was 6.8. Number of death from the earthquake was 40; that of injured was 
4510. The aim of the study was to describe the characteristics of volunteers in disaster response. 
Methods: Most of the volunteers were registered at Volunteer Disaster Response Centres before 
they participate in response activities. Data collected by the Niigata Social Welfare Council were 
analysed for the study. 
Results: The cumulative number of volunteers was 94,548 from the onset of the earthquake until 
March 31, 2007. Maximum number of volunteers in a day was 3,096 registered at the 11th day 
after the earthquake. Such number in weekends and holidays was 1.74 times higher than that in 
weekdays. By weekly analysis, the number of volunteers decreased exponentially; the half-life 
time was about 38 days. Proportion of volunteers from outside of the prefecture was under 20% 
during the first 3 days; increased to about 80% from the 3rd to the 30th week; after, it suddenly 
dropped to about 20%. Such proportion was 63% in weekends and holidays; while it was 71% in 
weekdays. The reasons of these specific trends will be discussed to make use for future volunteer 
management. 
Conclusion: The descriptive data of volunteer disaster response may be useful to prepare 
volunteer acceptance or to recruit volunteers. 
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Fig 1  Number of volunteers 














































Media reports per week
Table 1  Number of non-professional volunteers 
for response to major disasters in Japan
58,000Fukui floodJul 2004
45,000Niigata & Fukushima floodJul 2004
20,000Tokai floodSep 2000
9,000Eruption of Mt UsuMar 2000
280,000Petroleum pollution by shipwreck of  the Tanker NakhodkaJan 1997
13,770,000Hanshin-Awaji great earthquakeJan 1995
Number of 
volunteersName of the disastersYear
Source: Fire and Disaster Management Agency and Cabinet Office of Japan 
Fig 2  Transition of number of volunteers 
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Oct 21, 2004
June 30, 2005
Media reports per week
Number of volunteers per week
Jan 13, 2005
Fig 3  Average number of volunteers 






















From Oct 24, 2005 to Jun 30, 2007 
Fig 4  Proportion of volunteers 
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Health crisis response by non-professional volunteers 
 
Toshiyuki Ojima1, Shinya Hayasaka1, Chiyoe Murata1, Tatsuya Noda1, Tomoko Haraoka2,  
Machiko Miwa3, Itsuko Horiguchi4, Yoko Hatono5, Ichiro Fukunaga6, Shinya Iwamuro7 
 
1 Department of Community Health and Preventive Medicine, Hamamatsu University School of Medicine 
2 Graduate School of Nursing, Hamamatsu University School of Medicine 
3 Faculty of Community Health Nursing, Hamamatsu University School of Medicine 
4 Department of Public Health, Juntendo University School of Medicine 
5 Department of Public Health Nursing, National Institute of Public Health 
6 Institute of Health Planning 
7 Health Promotion Research Center, Japan Association for Development of Community Medicine 
 
Objective: The mission of the study project is to clarify how non-professional volunteers can 
effectively respond to health crises such as earthquake or outbreak of infectious diseases and how 
the volunteers can be kept healthy during their activities.  
Methods: On-site surveys with observation and interview were conducted for the 2007 Noto 
Peninsula Earthquake and the 2007 Niigata Prefecture Offshore Chuetsu Earthquake cases in 
Japan. Moreover, literature review, observation and interview in other health crisis cases, and 
focus group discussion among public health specialists from various kinds of organizations were 
conducted. 
Results: During earthquake cases, volunteers ensured refugees to wash hand, gargle, and dump 
old foods in order to prevent infectious diseases or food poisoning. Moreover, volunteers provided 
mental care services for refugees. However, it might be a burden for refugees when too many 
volunteers visit shelters to care them. As a result of focus group, we concluded that it will be 
useful if volunteers take over shopping of foods or other necessities for people with fever at home 
during pandemic flu outbreak, though we have not experienced it yet. Any community activities 
in normal times that help residents know each other may be useful for disaster preparedness. 
Volunteers may be powerful aides to exterminate mosquitoes and puddles while outbreak of West 
Nile fever or other insect mediated infections. There is a good manual to keep volunteers healthy 
and safe. English papers about non-professional volunteer activities are few except reports from 
US or Taiwan. 
Conclusion: Non-professional volunteer activities are thought to be useful for disaster response. 
Good practices and studies have already been conducted in order to keep volunteers healthy and 
safe during disaster response activities. Further studies, however, are needed how volunteers can 
help people during outbreak of infectious diseases. 
 
Key Words  Health crisis, Volunteer, Disaster response 
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  被災者の健康・生活支援に関わる一般ボランティア活動のあり方 
～新潟県中越沖地震の現地調査から～ 
 
  ○原岡智子、三輪眞知子、尾島俊之、早坂信哉、 












区踏査） 時期：2007 年 8 月 18～20 日 
３、結果 
１） 調査対象の市の概要    
人口 93,694 人、世帯数 33,845、老齢化率
26.2%           （2007.8 末） 
２） 市の被災状況 
発生：2007 年 7 月 16 日 10:19、震源地：新
潟県上中越沖・深さ 10ｋm、規模 M6.6、人
的被害：死者 10 人、重軽症者 1,339 人、家
屋被害：全壊 791 棟、半壊 2,299 棟、一部損
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